
令和5年度 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業 実施状況及び効果検証シート
単位：千円

国庫補助額 臨時交付金 その他

1 単

住民税非課税世
帯臨時特別給付
金給付事業費
【低所得者世帯
給付金（非課税
世帯7万円給
付）】【物価高
騰対策給付金】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所
得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③給付金額  R５年度分の住民税非課税世帯 1700世帯×
70千円  
事務費  2805千円
事務費の内容  [需用費（事務用品等） 役務費（郵送料
等） 業務委託料 人件費 その他 として支出]
④R５年度分の住民税非課税世帯 （1700世帯）

Ⅰ．物価高か
ら国民生活を
守る

R5.12 R6.3 116,401 0 116,401 0

①1,658世帯
1,658世帯×70千円=116,060千
円
②住民税非課税世帯の多くに臨
時特別給付金を給付できた。

2 単

住民税均等割の
み課税世帯特別
給付金【物価高
騰対策給付金】

①物価高が続く中で住民税課税均等割のみ世帯への支援を行
うことで、住民税課税均等割のみ世帯の方々の生活を維持す
る。
②住民税課税均等割のみ世帯への給付金及び事務費
③給付金額 50,000千円 住民税課税均等割のみ世帯数 
500世帯×100千円
 事務費 1,213千円
事務費の内容 ［需用費（事務用品等） 役務費（郵送料
等） 業務委託料 人件費 その他として支出］
④R5年度分の住民税課税均等割のみ世帯（500世帯）

Ⅰ．物価高か
ら国民生活を
守る

R6.2 R6.3 32,109 0 32,109 0

①309世帯
309世帯×100千円=30,900千円
②住民税均等割のみ課税世帯の
多くに特別給付金を給付できて
いる。（一部繰越）
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3 単

低所得者子育て
世帯特別給付金
【物価高騰対策
給付金】

①物価高が続く中で低所得者の子育て世帯への支援を行うこ
とで、低所得者の子育て世帯の方々の生活を維持する。
②住民税非課税世帯及び住民税課税均等割のみ世帯の子ども
への給付金及び事務費
③給付金額 8,150千円 R5年度分の住民税非課税世帯及び
住民税課税均等割のみ世帯の子どもの人数 163人×50千円
 事務費 220千円
事務費の内容 ［需用費（事務用品等） 役務費（郵送料
等） 業務委託料 人件費 その他として支出］
④住民税非課税世帯及び住民税課税均等割のみ世帯の子ども
（163人）

Ⅰ．物価高か
ら国民生活を
守る

R6.2 R6.3 4,850 0 4,850 0

①97人
97人×50千円＝4,850千円
②住民税非課税世帯及び住民税
課税均等割のみ世帯の子どもの
多くに特別給付金を給付できて
いる。（一部繰越）

10 単
原油価格高騰対
策事業費

①コロナ禍からの経済社会活動の回復を図る中において、原
油価格高騰により市民生活に大きな影響を受ける住民税非課
税世帯に対し、燃料購入助成券を配布することにより、市民
生活や経済活動に支障が生じることがないよう支援する。
②補助金
③補助金19,340千円
 非課税世帯（均等割8千円/1世帯） @8,000円×1,800世帯
＝14,400千円
 非課税世帯（世帯人数2千円/1人） @2,000×2,470人＝
4,940千円
④住民税非課税世帯

Ⅰ．物価高か
ら国民生活を
守る

R5.12 R6.3 19,340 0 19,340 0

①執行率91.5％
②原油価格の高騰で困っている
市民へ支援し、経済的負担を軽
減することができた。

合計 172,700 0 172,700 0


